
「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅱ

中項目 1

小項目 (4)

細項目
④

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

○

30年度要求予算額： 17,721 千円

29年度予算額： － 千円

28年度歳出予算現額※1： － 千円
28年度決算額： － 千円

使用割合： － ％

－

－

該当施策概要

通し番号  131 

機構定員要求

－

　リスクアセスメントに基づく加害者対応方針（加害者プログラム実施団体との連携を含む）
について諸外国におけるヒアリング調査を通して研究するとともに、リスクアセスメント指標
案を作成し、配偶者暴力支援センター等を対象とする試行調査を実施する。調査結果につ
いては、検討会において分析し報告書にとりまとめる。

Ⅱ　女性の活躍を支える安全・安心な暮らしの実現

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

その他（具体的に）

④加害者更生に関する取組の具体化
　加害者更生に関する取組は被害者（子供も含む。）の安全を確保するための手法として
も有効であるとの認識に立ち、地域社会内での加害者更生プログラムの実態把握等これ
までの調査研究結果を踏まえ、取組の具体化に向けた検討を加速する。

（４）配偶者等からの暴力の被害者への支援の充実等

１．女性に対するあらゆる暴力の根絶

被害者支援における危険度判定に基づく加害者対応に関する調査研究

　　平成27年度に内閣府が実施した「配偶者等に対する暴力の加害者更生に係る実態調
査研究事業」報告書では、被害者の安全を確保し、加害者に対して適切なアプローチを行
うためには被害者及びその子どもが直面する暴力の危険性について、包括的にアセスメン
トすることが重要である旨の見解が示された。こうした状況を踏まえ、リスクアセスメント指
標を用いた加害者対応の在り方について調査研究することで、配偶者からの暴力の多様
な現状に即した加害者対応を含めた被害者支援を行う。
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分野
－大
項目

７－２

分野
－大
項目

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野

関連施策（事業）の通し番号※2

関連施策（事業）の通し番号※3

－

主に関係する分野・大項目

その他関係する分野・大項目等

配偶者等からの暴力の防止及び被害者の保護等の
推進

－

－

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る平成
２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づく平
成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

内閣府

男女共同参画局推進課暴力対策推進室
担当府省・担当課
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅱ

中項目 1

小項目 (4)

細項目
⑤

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

－

30年度要求予算額： － 千円

29年度予算額： － 千円

28年度歳出予算現額※1： － 千円
28年度決算額： － 千円

使用割合： － ％

－

－

該当施策概要

通し番号  132 

その他（具体的に）

⑤改正配偶者暴力防止法の施行後の状況を踏まえた今後の在り方の検討
　平成25年に改正された配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律の施
行状況、配偶者等からの暴力に係る相談内容や被害の実態等を把握し、今後の対策の在
り方について検討する。

（４）配偶者等からの暴力の被害者への支援の充実等

１．女性に対するあらゆる暴力の根絶

配偶者暴力防止法の施行状況を踏まえた今後の対策の在り方の検討

   「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」の改正から４年を経過し
たことを受けて、その施行状況や、相談内容・被害の実態等を把握し、今後の対策の在り方
について検討する。

Ⅱ　女性の活躍を支える安全・安心な暮らしの実現

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

機構定員要求

・平成29年度「男女間における暴力に関する調査」結果の検討
・配偶者暴力相談支援センターにおける相談対応状況等調査結果の検討
・有識者等からの意見聴取　など
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分野
－大
項目

７－１

分野
－大
項目

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る平成２
８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づく平成
２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

内閣府

男女共同参画局推進課暴力対策推進室
担当府省・担当課

関連施策（事業）の通し番号※2

関連施策（事業）の通し番号※3

－

主に関係する分野・大項目

その他関係する分野・大項目等

女性に対する暴力の予防と根絶のための基盤づくり

－

－

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅱ

中項目 1

小項目 (5)

細項目
①

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

○

30年度要求予算額： － 千円

29年度予算額： 14,330 千円

28年度歳出予算現額※1： － 千円
28年度決算額： － 千円

使用割合： － ％

－

－

該当施策概要

Ⅱ　女性の活躍を支える安全・安心な暮らしの実現

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

その他（具体的に）

①的確な実態把握の推進
　多様な暴力の実態が的確に把握できるデータ等の在り方について検討する。

（５）女性に対する暴力の予防と根絶のための基盤づくり

１．女性に対するあらゆる暴力の根絶

男女間における暴力に関する調査

  男女間を取り巻く環境の変化に応じた被害傾向の変化等に適切に対応するためには、
男女間における暴力の実態について、定期的・継続的な調査の実施が不可欠である。こ
のため、平成11年度から３年毎に、全国の20歳以上の男女を対象にアンケート調査を実
施している。

通し番号  133 

機構定員要求

－

　　全国の20歳以上の男女5,000人を無作為抽出し、配偶者からの被害経験、交際相手
からの被害経験等、男女間における暴力の実態に関するアンケート調査を実施するに当
たり、調査項目について検討する。
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分野
－大
項目

７－１

分野
－大
項目

その他関係する分野・大項目等

女性に対する暴力の予防と根絶のための基盤づくり

－

９２

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る平
成２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づく
平成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

内閣府

男女共同参画局推進課暴力対策推進室
担当府省・担当課

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野

関連施策（事業）の通し番号※2

関連施策（事業）の通し番号※3

－

主に関係する分野・大項目
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅱ

中項目 1

小項目 (5)

細項目
①

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

－

30年度要求予算額： － 千円

29年度予算額： － 千円

28年度歳出予算現額※1： － 千円
28年度決算額： － 千円

使用割合： － ％

－

－

該当施策概要

通し番号  134 

その他（具体的に）

①的確な実態把握の推進
　多様な暴力の実態が的確に把握できるデータ等の在り方について検討する。

（５）女性に対する暴力の予防と根絶のための基盤づくり

１．女性に対するあらゆる暴力の根絶

配偶者暴力相談支援センターにおける相談件数等調査

   毎年配偶者暴力相談支援センターにおける相談件数等について調査を実施していると
ころ、相談の具体的な内容別の相談件数、一時保護等を本人が希望した案件への対応状
況や、他の関係機関との連携状況等が把握できていないことから、調査項目の見直しを行
うことで、より多様な実態を把握し、適切な被害者支援に結び付けることを目的とする。

Ⅱ　女性の活躍を支える安全・安心な暮らしの実現

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

機構定員要求

－

　　配偶者暴力相談支援センターにおける相談対応状況等に関する調査について、これま
で実施した試行調査結果等を踏まえながら、調査項目の見直しを行う。
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分野
－大
項目

７－１

分野
－大
項目

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る平成
２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づく平
成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

内閣府

男女共同参画局推進課暴力対策推進室
担当府省・担当課

関連施策（事業）の通し番号※2

関連施策（事業）の通し番号※3

－

主に関係する分野・大項目

その他関係する分野・大項目等

女性に対する暴力の予防と根絶のための基盤づくり

－

－

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野
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配
偶
者
暴
力
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー
に
お
け
る
相
談
件
数
等
調
査

の
拡
充
に
つ
い
て

○
相

談
の
種

類
（
来

所
・電

話
・
そ
の
他
）
別
相
談

件
数

・
性

別
、
加

害
者

と
の
関
係
別

○
施

設
の
種

類
別

相
談
件
数

・
相

談
の

種
類

別
、
性
別

○
日

本
語
が

十
分

に
話
せ
な
い
被
害
者
か
ら
の

相
談
件

数

・
性

別
、
言

語
別

○
障

害
者
で
あ
る
被
害
者
か
ら
の
相
談
件
数

・
性

別
、
相

談
の

種
類
別
、
障
害
の
種
類
別

○
調

査
対

象
：
全
国
の
配
偶
者
暴
力

相
談
支

援
セ
ン
タ
ー
で
受

け
付

け
た
相
談

○
調

査
時

期
：
平
成
２
８
年
度
の
２
週
間

○
調

査
項

目
：
現
在
の
調
査
項
目
に
加
え
、
相
談

の
具
体

的
な
内

容
、
一

時
保
護

等
を
本
人
が
希
望
し
た
案
件
へ
の
対
応
の

有
無
、
対
応
し
な
か
っ
た
場

合
の
理

由
、
他
の

関
係
機

関
と
の

連
携
状

況
（紹

介
、
同
行
支
援
）等

の
件
数

○
相

談
の

具
体

的
な
内
容
別
の
相
談
件
数
が
不
明

・
身

体
的

暴
行

、
心
理
的
攻
撃
、
経
済
的
圧
迫
、
性
的
強
要
等
の
暴

力
の

種
類

、
児

童
に
関
す
る
相
談
、
加
害
者
更
生
に
関
す
る
相
談

○
一

時
保

護
等

を
本

人
が
希
望
し
た
案
件
へ
の
対
応
状
況
の
把
握
が

不
明 ・
対

応
の

有
無

、
対
応

し
な
か
っ
た
場
合
の
理
由

○
他

の
関

係
機

関
と
の

連
携
状
況
が
不
明

・
他

の
関

係
機

関
を
紹

介
し
た
件
数
、
他
の
関
係
機
関
に
同
行
支
援

を
行

っ
た
件

数

よ
り
適

切
な
被

害
者

支
援
に
結
び
付
け
る
た
め
、
調
査
項
目
の
拡
充
を

お
願

い
し
て
い
き
た
い
が

、
各
配
偶
者
暴
力
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー
で
の
事

務
作

業
上

の
御

負
担

も
あ
る
こ
と
か
ら
、
平
成
２
８
年
度
は
ま
ず
２
週
間

の
試

行
調

査
を
実

施
し
、
調
査
上
の
課
題
を
整
理
し
た
い
。

現
在
の

相
談
件
数
等

調
査

で
把

握
し
て
い
る
項
目

課
題

試
行
調
査

（
案

）
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅱ

中項目 1

小項目 (5)

細項目
②

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

○

30年度要求予算額： 6,373 千円

29年度予算額： 6,373 千円

28年度歳出予算現額※1： 6,676 千円
28年度決算額： 3,559 千円

使用割合： 53.3 ％

－

－

該当施策概要

通し番号  135 

機構定員要求

－

　　女性に対する暴力をなくす運動ポスター・リーフレットを作成し、関係省庁、地方公共団
体、鉄道事業者、女性団体その他の関係団体に送付し、女性に対する暴力の根絶を広く
国民に訴えることにより国民の意識の高揚を図る。

Ⅱ　女性の活躍を支える安全・安心な暮らしの実現

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

その他（具体的に）

②広報、啓発の充実
　様々な状況に置かれた被害者に必要な情報が届くよう、効果的な広報・周知方策につい
て検討する。

（５）女性に対する暴力の予防と根絶のための基盤づくり

１．女性に対するあらゆる暴力の根絶

女性に対する暴力をなくす運動の実施

　　毎年11月12日から25日（女性に対する暴力撤廃国際日）までの２週間、「女性に対する
暴力をなくす運動」を実施し、関係団体との連携、協力の下、女性に対する暴力の問題に
関する取組を一層強化することとしている（平成13年６月５日男女共同参画推進本部決
定）。
　　潜在化しやすい女性に対する暴力（配偶者等からの暴力、性犯罪、 ストーカー行為、
売買春、人身取引、セクシュアルハラスメント等）の問題に対し、社会の意識を喚起すると
ともに、女性の人権尊重のための意識啓発や教育の充実を図ることにより、暴力を容認し
ない社会風土を醸成するための啓発を強力に推進することを目的とする。
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分野
－大
項目

７－１

分野
－大
項目

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野

関連施策（事業）の通し番号※2

関連施策（事業）の通し番号※3

－

主に関係する分野・大項目

その他関係する分野・大項目等

女性に対する暴力の予防と根絶のための基盤づくり

１５５

－

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る平成
２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づく平
成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

内閣府

男女共同参画局推進課暴力対策推進室
担当府省・担当課
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＜
平

成
28

年
度

の
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＞

○
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ー
フ
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ザ
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ラ
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ッ
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※
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道
府
県

81
か
所
で
実
施

○
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等
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暴
力
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シ
ン
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ル
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ラ
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暴
力
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根
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け
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と
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し
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「
ひ
と
り
で
悩
ま
ず
、
ま
ず
は

相
談
を
！
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と
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メ
ッ
セ
ー
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送
っ
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ま
す
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ー
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イ

ト
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＜
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要
＞

政
府
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対
す
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国
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２
週
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、
関
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体
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の
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、
協
力
の
下
、
女
性
に
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暴
力
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問
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す
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す
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た
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広
報
活
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実
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し
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平
成
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年
６
月
５
日
男
女
共
同
参
画
推
進
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決
定
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＜
目

的
＞

潜
在

化
し
や

す
い
女

性
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対
す
る
暴
力

（
配
偶
者

等
か
ら
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暴
力
、
性
犯
罪
、
ス
ト
ー
カ
ー
行
為
、
売
買
春
、
人
身
取
引
、
セ
ク
シ
ュ
ア
ル
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ラ
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メ
ン
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等
）
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問
題

に
対
し
、
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の
意
識
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喚
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す
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性
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権
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重
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た
め
の
意

識
啓
発
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暴
力
を
容
認
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅱ

中項目 1

小項目 (5)

細項目
②

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

○

30年度要求予算額： 2,304 千円

29年度予算額： 2,304 千円

28年度歳出予算現額※1： 2,406 千円
28年度決算額： 2,133 千円

使用割合： 88.7 ％

－

－

該当施策概要

通し番号  136 

機構定員要求

－

　　性的搾取の需要側への啓発及び国民に対する情報提供のため、人身取引対策の啓
発用ポスター及びリーフレットを作成し、地方公共団体、空港・港湾、大学・高専等、日本
旅行業協会、IOM（国際移住機関）、その他関係機関に配布する。

Ⅱ　女性の活躍を支える安全・安心な暮らしの実現

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

その他（具体的に）

②広報、啓発の充実
　様々な状況に置かれた被害者に必要な情報が届くよう、効果的な広報・周知方策につい
て検討する。

（５）女性に対する暴力の予防と根絶のための基盤づくり

１．女性に対するあらゆる暴力の根絶

人身取引対策推進のための広報・啓発活動の実施

   人身取引は、重大な人権侵害であり、かつ深刻な国際問題であるため、人道的観点か
らも迅速・的確な対応を求められるとともに、人身取引対策に関する国際社会の関心も高
い。
　　「人身取引対策行動計画2014」（平成26年12月16日犯罪対策閣僚会議決定）におい
て、人身取引の需要側に対する取組として「性的搾取の需要側への啓発」が、人身取引撲
滅のための国民等の理解と協力の確保を目的として「政府広報の更なる促進」が掲げら
れている。
　　人身取引の撲滅を図るため、国民等の問題意識を共有することを目的として、積極的
な広報啓発を実施する。
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分野
－大
項目

７－７

分野
－大
項目

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野

関連施策（事業）の通し番号※2

関連施策（事業）の通し番号※3

－

主に関係する分野・大項目

その他関係する分野・大項目等

人身取引対策の推進

－

－

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る平
成２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づく平
成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

内閣府

男女共同参画局推進課暴力対策推進室
担当府省・担当課
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人
身
取

引
対
策
推
進
の
た
め
の
広

報
・
啓
発

活
動

の
実

施

１
．
目
的

人
身

取
引

対
策

行
動

計
画

2
0
1
4
（
平

成
2
6
年

1
2
月
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犯
罪

対
策

閣
僚

会
議
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定

）
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お
い
て
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人

身
取

引
の

需
要

側
に
対

す
る
取
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て
「
性

的
搾

取
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需
要

側
へ
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啓

発
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が
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人

身
取
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滅
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府
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報
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、
積

極
的

な
広

報
啓

発
を
実

施
す
る
。

２
．
概
要

性
的
搾
取
の

需
要

側
へ

の
啓

発
及
び
国
民

に
対
す
る
情
報

提
供
の
た
め
、
人

身
取

引
対

策
の

啓
発

用
ポ
ス
タ
ー
及

び
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
を
作

成
し
、
配

布
す
る
。

＊
配
布
先
等

関
係
省
庁

、
地

方
公

共
団

体
、
女
性
団
体

、
大

使
館
、
空
港
・
港
湾

、
大

学
、
高

専
等

465



「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅱ

中項目 1

小項目 (5)

細項目
②

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

○

30年度要求予算額： 13,328 千円

29年度予算額： - 千円

28年度歳出予算現額※1： - 千円
28年度決算額： - 千円

使用割合： - ％

－

－

該当施策概要

機構定員要求

－

　「AV出演強要・『JKビジネス』被害防止月間」等の広報啓発。
　　・若年層を対象としたシンポジウムの実施
　　・ポスター及びリーフレットを地方公共団体、関係団体等に配布
　　・啓発動画の放映、街頭キャンペーンの実施　など

通し番号  137 

その他（具体的に）

②広報、啓発の充実
　様々な状況に置かれた被害者に必要な情報が届くよう、効果的な広報・周知方策につい
て検討する。

（５）女性に対する暴力の予防と根絶のための基盤づくり

１．女性に対するあらゆる暴力の根絶

「AV出演強要・『JKビジネス』被害防止月間」等広報啓発事業

　　近年、いわゆるアダルトビデオ出演強要問題・「ＪＫビジネス」問題等の若年層の女性に
対する性的な暴力に係る問題は深刻な状況にあるところ、「いわゆるアダルトビデオ出演
強要問題・『ＪＫビジネス』問題等に関する今後の対策」（平成29年５月策定）において、当
分の間、毎年４月を「ＡＶ出演強要・『ＪＫビジネス』等被害防止月間」とし、関係団体と連
携、協力のもと、被害防止のための広報啓発等の取組を強化することとしている。
　この問題に関する国民の意識を喚起するとともに、被害に遭っている人やその関係者に
届く効果的な情報発信、広報啓発を実施する。

Ⅱ　女性の活躍を支える安全・安心な暮らしの実現

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算
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分野
－大
項目

７－４

分野
－大
項目

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野

関連施策（事業）の通し番号※2

関連施策（事業）の通し番号※3

７－１

主に関係する分野・大項目

その他関係する分野・大項目等

性犯罪への対策の推進

－

－

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る平
成２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づく平
成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

内閣府

男女共同参画局推進課暴力対策推進室
担当府省・担当課
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「
Ａ
Ｖ
出
演

強
要
・
『
Ｊ
Ｋ
ビ
ジ
ネ
ス
』
被
害

防
止

月
間

」
等

広
報
啓
発
事
業

１
．
目
的

近
年

、
い
わ

ゆ
る
ア
ダ
ル

ト
ビ
デ
オ
出

演
強

要
問

題
・
「
Ｊ
Ｋ
ビ
ジ
ネ
ス
」
問

題
等

の
若

年
層

の
女

性
に
対

す
る
性

的
な

暴
力

に
係

る
問

題
は

深
刻

な
状

況
に
あ
る
と
こ
ろ
、
「
い
わ

ゆ
る
ア
ダ
ル

ト
ビ
デ
オ
出

演
強

要
問

題
・
『
Ｊ
Ｋ
ビ
ジ
ネ
ス
』
問

題
等

に
関

す
る
今

後
の

対
策

」
（
平

成
29

年
５
月

策
定

）
に
お
い
て
、
当

分
の

間
、
毎

年
４
月

を
「
Ａ
Ｖ
出

演
強

要
・
『
Ｊ
Ｋ
ビ

ジ
ネ
ス
』
等

被
害

防
止

月
間

」
と
し
、
関

係
団

体
と
連

携
、
協

力
の

も
と
、
被

害
防

止
の

た
め
の

広
報

啓
発

等
の

取
組

を
強
化
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

こ
の

問
題

に
関

す
る
国

民
の

意
識

を
喚

起
す
る
と
と
も
に
、
被

害
に
遭

っ
て
い
る
人

や
そ
の

関
係

者
に
届

く
効

果
的

な
情
報
発
信
、
広

報
啓

発
を
実

施
す
る
。

２
．
概
要

「
A

V
出
演
強
要
・
『
J
K
ビ
ジ
ネ
ス
』
被
害
防
止
月
間
」
等
の
広
報
啓
発
。

＊
若
年
層
を
対

象
と
し
た
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
の
実
施

＊
ポ
ス
タ
ー
及

び
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
を
地

方
公
共

団
体
、
関
係
団

体
等

に
配
布

＊
啓
発
動
画

の
放

映
、
街

頭
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
の
実

施
な
ど
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅱ

中項目 1

小項目 (5)

細項目
②

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

○

30年度要求予算額： 17,228 千円

29年度予算額： － 千円

28年度歳出予算現額※1： － 千円
28年度決算額： － 千円

使用割合： － ％

－

－

該当施策概要

通し番号  138 

機構定員要求

－

　　若年層における女性に対する暴力の予防啓発の充実に向けて、国内外における啓発手
法について有識者検討会における分析等を踏まえ、被害者に対する効果的な啓発媒体の
開発・制作を行う。

Ⅱ　女性の活躍を支える安全・安心な暮らしの実現

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

その他（具体的に）

②広報、啓発の充実
　様々な状況に置かれた被害者に必要な情報が届くよう、効果的な広報・周知方策につい
て検討する。

（５）女性に対する暴力の予防と根絶のための基盤づくり

１．女性に対するあらゆる暴力の根絶

若年層における女性に対する暴力の効果的な予防啓発及び被害者支援のための調査研
究

   「いわゆるアダルトビデオ出演強要問題・『ＪＫビジネス』問題等に関する今後の対策」（平
成29年５月策定）においては、広報・啓発活動の強化に取り組むとともに、関係機関の職員
が被害者等に対し適切に相談対応することができるよう、有識者や関係機関の意見も踏ま
え、対応マニュアルを作成することとしている。
  若年層における女性に対する暴力の予防啓発及び被害者支援に関する調査等をとおし
て、国内における予防啓発手法及び相談支援の在り方の改善を目的とする。

469



分野
－大
項目

７－４

分野
－大
項目

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野

関連施策（事業）の通し番号※2

関連施策（事業）の通し番号※3

７－１

主に関係する分野・大項目

その他関係する分野・大項目等

性犯罪への対策の推進

－

－

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る平成２
８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づく平成
２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

内閣府

男女共同参画局推進課暴力対策推進室
担当府省・担当課
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若
年
層
に
お
け
る
女
性
に
対
す
る
暴
力
の

効
果

的
な
予

防
啓

発
及
び
被
害
者
支
援
の
た
め
の
調
査

研
究

１
．
目
的

「
い
わ

ゆ
る
ア
ダ
ル

ト
ビ
デ
オ
出

演
強

要
問

題
・
『
Ｊ
Ｋ
ビ
ジ
ネ
ス
』
問

題
等

に
関

す
る
今

後
の

対
策

」
（
平

成
2
9
年

５
月

策
定

）
に
お
い
て
は

、
広

報
・
啓

発
活

動
の

強
化

に
取

り
組

む
と
と
も
に
、
関

係
機

関
の

職
員

が
被

害
者

等
に
対

し
適

切
に
相

談
対

応
す
る
こ
と
が

で
き
る
よ
う
、
有

識
者

や
関

係
機

関
の

意
見

も
踏

ま
え
、
対

応
マ
ニ
ュ
ア
ル

を
作

成
す
る
こ
と

と
し
て
い
る
。

若
年

層
に
お
け
る
女

性
に
対

す
る
暴

力
の

予
防

啓
発

及
び
被

害
者

支
援

に
関

す
る
調

査
等

を
と
お
し
て
、
国

内
に
お

け
る
予
防
啓
発

手
法

及
び
相

談
支

援
の
在

り
方

の
改
善

を
目

的
と
す
る
。

２
．
概
要

●
検
討
会
の
開
催

：
有

識
者

５
名
程
度
、
５
回

●
ヒ
ア
リ
ン
グ
調
査

：
若

年
層
に
お
け
る
女
性
に
対
す
る
暴

力
の
予

防
啓

発
や

被
害

者
支

援
に

実
績

の
あ
る
団
体
等

５
団
体
程
度

●
若
年
層
を
対
象
と
し
た
女
性

に
対
す
る
暴
力
の
予
防
啓
発
媒
体
の
開
発
・
制
作
及
び

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
の
実
施
等

：
啓

発
媒

体
…

Ｈ
Ｐ
、
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
用

ア
プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン
、
啓
発
冊

子

●
相
談
対
応
マ
ニ
ュ
ア
ル
及
び
調
査
報
告
書
の
作
成
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅱ

中項目 1

小項目 (5)

細項目
③

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

○

30年度要求予算額： 6,080 千円

29年度予算額： 6,080 千円

28年度歳出予算現額※1： 5,518 千円
28年度決算額： 3,487 千円

使用割合： 63.2 ％

－

－

該当施策概要

通し番号  139 

機構定員要求

－

　　若年層に対して教育・啓発の機会を多く持つ者を対象とする、女性に対する暴力に関す
る研修を実施する。

Ⅱ　女性の活躍を支える安全・安心な暮らしの実現

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

その他（具体的に）

③研修等の充実
　女性に対する暴力に関する認識を深め、被害者の置かれた状況に十分配慮し、適切な
対応をとることができるよう、警察、検察、学校、婦人相談所、配偶者暴力相談支援セン
ター等を始めとした各機関の職務関係者に対する研修を充実させ、支援に携わる人材の
育成を図る。

（５）女性に対する暴力の予防と根絶のための基盤づくり

１．女性に対するあらゆる暴力の根絶

若年層を対象とした女性に対する暴力の予防啓発のための研修事業

  近年、若年層を対象とした暴力の多様化が見られ、若年層が暴力の加害者にも被害者に
もならないための予防啓発は重要性を増している。
  こうした状況を踏まえ、若年層に対して、男女の平等なパートナーシップや暴力を伴わな
い人間関係を構築するための啓発活動を促進し、将来において、女性に対する暴力の加
害者・被害者になることを防止することを目的とする。
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分野
－大
項目

７－１

分野
－大
項目

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野

関連施策（事業）の通し番号※2

関連施策（事業）の通し番号※3

－

主に関係する分野・大項目

その他関係する分野・大項目等

女性に対する暴力の予防と根絶のための基盤づくり

１０７

９４

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る平成
２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づく平
成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

内閣府

男女共同参画局推進課暴力対策推進室
担当府省・担当課
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若
年
層
を
対

象
と
し
た
女
性

に
対
す
る
暴
力

の
予

防
啓

発
事

業

１
．
目
的

近
年

、
若

年
層

を
対

象
と
し
た
暴

力
の

多
様

化
が

見
ら
れ

、
若

年
層

が
暴

力
の

加
害

者
に
も
被

害
者

に
も
な
ら
な
い

た
め
の
予
防
啓

発
は

重
要

性
を
増

し
て
い
る
。

こ
う
し
た
状
況

を
踏

ま
え
、
若

年
層

に
対
し
て
、
男
女

の
平

等
な
パ

ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
や

暴
力

を
伴

わ
な
い
人

間
関

係
を

構
築

す
る
た
め
の

啓
発

活
動

を
促

進
し
、
将
来

に
お
い
て
、
女
性

に
対

す
る
暴

力
の

加
害

者
・
被

害
者

に
な
る
こ
と
を
防

止
す
る
こ
と
を
目

的
と
す
る
。

２
．
概
要

●
対
象
者

・
若

年
層
に
対
し
て
教
育
・
啓
発
の

機
会

を
多

く
持

つ
指
導

的
立
場

に
あ
る
も
の

・
地

方
公
共
団
体
に
お
い
て
若
年
層

を
対

象
と
し
た
女

性
に
対
す
る
暴

力
の

予
防

啓
発
事
業
を
担
当
し
て
い
る
行
政
職
員

・
若

年
層
を
対
象
と
し
た
女
性
に
対

す
る
暴

力
の
予

防
啓
発

事
業
を
行

っ
て
い
る
民

間
団
体

●
主
な
研
修
テ
ー
マ

・
若

年
女

性
に
対
す
る
暴
力
の
現
状
と
被

害
者

支
援
に
つ
い
て

・
地

方
公

共
団
体
・
学
校
に
お
け
る
若
年

層
を
対
象

と
し
た
女

性
に
対

す
る
暴

力
の
予

防
啓
発
に
関
す
る
取
組
に
つ
い
て

・
若

年
層

を
対
象
と
し
た
女
性
に
対

す
る
暴

力
の
効

果
的
な
予
防

啓
発
手

法
に
つ
い
て
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「女性活躍加速のための重点方針2017」該当箇所

大項目 Ⅱ

中項目 1

小項目 (5)

細項目
③

該当施策名
（事業名）

該当施策の背景・
目的

－

－

○

30年度要求予算額： 11,597 千円

29年度予算額： 9,120 千円

28年度歳出予算現額※1： 8,986 千円
28年度決算額： 5,970 千円

使用割合： 66.4 ％

－

－

該当施策概要

通し番号  140 

機構定員要求

－

　　全国の男女共同参画センター等で相談を受ける相談員に対し、性犯罪被害者の支援
に関して、性犯罪被害者の相談対応における留意点や相談の質の維持・向上に関する研
修を実施するとともに、行政職員に対し相談機関や支援機関の連携促進・強化の働きか
けを行う。

Ⅱ　女性の活躍を支える安全・安心な暮らしの実現

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

その他（具体的に）

③研修等の充実
　女性に対する暴力に関する認識を深め、被害者の置かれた状況に十分配慮し、適切な
対応をとることができるよう、警察、検察、学校、婦人相談所、配偶者暴力相談支援セン
ター等を始めとした各機関の職務関係者に対する研修を充実させ、支援に携わる人材の
育成を図る。

（５）女性に対する暴力の予防と根絶のための基盤づくり

１．女性に対するあらゆる暴力の根絶

性犯罪被害者等支援体制整備促進事業

    地方公共団体において性犯罪被害者支援を担当している行政職員及び民間支援団体
等において性犯罪被害者支援を行っている又は行う予定の支援員を対象に、性犯罪被害
者を支援するための必要なスキルや支援体制整備の推進に向けた参考事例等を学ぶ研
修を実施することにより、性犯罪被害者が躊躇せずに身近な相談窓口等に安心して相談
することができる体制整備を目的とする。
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分野
－大
項目

７－４

分野
－大
項目

「女性活躍加速の
ための重点方針
2015」での関連施
策（事業）

「女性活躍加速の
ための重点方針
2016」での関連施
策（事業）

「第４次男女共同参
画基本計画」での
関係分野

関連施策（事業）の通し番号※2

関連施策（事業）の通し番号※3

－

主に関係する分野・大項目

その他関係する分野・大項目等

性犯罪への対策の推進

９３

７９

※１「予算現額」は、歳出予算額、前年度繰越額、予備費使用額及び流用等増減額を加除したもの。

※２「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１５』に係る平成
２８年度予算内容等について（平成２８年１月）」での施策の整理上の番号を示す。

※３「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』での関連施策（事業）の通し番号」は、「『女性活躍加速のための重点方針２０１６』に基づく平
成２９年度予算案等について（平成２９年２月）」での施策の整理上の番号を示す。

内閣府

男女共同参画局推進課暴力対策推進室
担当府省・担当課
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性
犯
罪
被
害
者
等
支
援
体
制
整
備

促
進

事
業

１
．
目
的

地
方

公
共

団
体

に
お
い
て
性

犯
罪

被
害

者
支

援
を
担

当
し
て
い
る
行

政
職

員
及

び
民

間
支

援
団

体
等

に
お
い
て
性

犯
罪

被
害

者
支

援
を
行

っ
て
い
る
支

援
員

を
対

象
に
、
性

犯
罪

被
害

者
を
支

援
す
る
た
め

に
必

要
な
ス
キ
ル

や
支

援
体

制
整

備
の

推
進

に
む
け
た
参

考
事

例
等

を
学

ぶ
研

修
を
実

施
す
る
こ
と
に
よ
り
、
性

犯
罪

被
害

者
が

躊
躇

せ
ず

に
身
近
な
相
談
窓

口
等

に
安

心
し
て
相
談

す
る
こ
と
が

で
き
る
体

制
整
備

を
図

る
。

２
．
概
要

●
対
象
者

・
地
方
公

共
団

体
に
お
い
て
性
犯
罪
被
害

者
支
援

を
担

当
し
て
い
る
行
政

職
員

・
民
間
支

援
団

体
等

に
お
い
て
性
犯
罪
被

害
者
支

援
を
行
っ
て
い
る
又
は

行
う
予

定
の

支
援

員

●
主
な
研
修
テ
ー
マ

・
国
及
び
地

方
公

共
団

体
に
よ
る
性

犯
罪
・
性
暴

力
被
害

者
支
援

の
取
組

に
つ
い
て

・
民
間
支

援
団

体
に
よ
る
性

犯
罪
・
性
暴

力
被
害

者
支
援

の
取
組

に
つ
い
て

・
性
犯
罪

・
性

暴
力

被
害

者
支
援
体
制
の
整
備

に
む
け
た
取

組
に
つ
い
て
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